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我が国の社会保障
（介護保険を中心に）

平成２２年１１月１１日
第２１回 全国介護老人保健施設大会 岡山

厚生労働省 大臣官房審議官

金谷 裕弘
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１．社会保障の現状
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昭和２０年代

昭和３０・４０年代

戦後の緊急援護と基盤整備（いわゆる「救貧」）

国民皆保険・皆年金と社会保障制度の発展（いわゆる「防貧」）

・戦後の混乱 ・栄養改善、伝染病予防と生活援護

・高度経済成長 ・生活水準の向上

＜時代背景＞

＜時代背景＞

社会保障制度の変遷
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平成以降

昭和５０・６０年代

安定成長への移行と社会保障制度の見直し

少子高齢社会に対応した社会保障制度の構造改革

・高度経済成長の終焉 ・行財政改革

・少子化問題 ・バブル経済崩壊と長期低迷

＜時代背景＞

＜時代背景＞
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平均寿命の国際比較

国

平均寿命（年）

国

平均寿命（年）

男 順位 女 順位 男 順位 女 順位

ブラジル 67 21 74 19 フランス 76 12 83 3

カナダ 78 2 83 3 ドイツ 76 12 82 9

アメリカ合衆国 75 15 80 17 イタリア 78 2 84 2

中国 70 19 74 19 オランダ 77 8 81 14

○ 我が国の平均寿命は男性79歳、女性が86歳であり、世界の中でも最も高い。

資料：WHO「The World Health Report 2006」
順位は，ここに挙げた24の国における平均寿命の長い順。

中国 70 19 74 19 オランダ 77 8 81 14

インド 61 23 63 23 ノルウェー 77 8 82 9

イスラエル 78 2 82 9 ポルトガル 74 17 81 14

日本 79 1 86 1 ロシア 59 24 72 22

韓国 73 18 80 17 スペイン 77 8 83 3

マレーシア 69 20 74 19 スウェーデン 78 2 83 3

シンガポール 77 8 82 9 スイス 78 2 83 3

パキスタン 62 22 63 23 イギリス 76 12 81 14

フィンランド 75 15 82 9 オーストラリア 78 2 83 3
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高齢化の進行に関する国際比較

国
65歳以上人口割合（到達年次） 到達に必要な年数

7% 14% 21% 7%→14%

日本 1970 1994 2007 24  

中国 2001 2026 2038 25  

ドイツ 1932 1972 2016 40  

○ 我が国では、諸外国に例をみないスピードで高齢化が進行している。

4

イギリス 1929 1975 2029 46  

アメリカ 1942 2015 2050 73  

スウェーデン 1887 1972 2020 85  

フランス 1864 1979 2023 115  

1950年以前はUN, The Aging of Population and Its Economic and Social Implications (Population 
Studies, No.26, 1956)およびDemographic Yearbook，1950年以降はUN, World Population 
Prospects： The 2006 Revision（中位推計）による。ただし，日本は総務省統計局『国勢調査報告』およ
び国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口』（平成18年12月推計）による人口（[出生中位(死亡
中位)]推計値）。1950年以前は既知年次のデータを基に補間推計したものによる。それぞれの人口割合を超え
た最初の年次を示す。“－”は2050年までその割合に到達しないことを示す。倍化年数は，7％から14％へ，
あるいは10％から20％へそれぞれ要した期間。国の配列は，倍化年数7％→14％の短い順。 4

（％）

６
５
歳
以
上

日本

韓国

ドイツ

フランス

スウェーデン

65歳以上人口割合の推移(国際比較)

（資料出所）日本は総務省統計局「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2008年12月推計）
諸外国はUnited Nations, World Population Prospects 2008
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我が国の出生率を諸外国と比較すると、ドイツや南欧・東欧諸国、アジアNIES とともに、国際的
にみて最低の水準。
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資料：人口動態統計(日本)、Population Trends(イギリス）、Bilan demographique(フランス)、Statistisches Bundesmt(ドイツ)、Italia in cifre(イタリア）
Summary of Population Statistics(スウェーデン)、National Vital Statistics Reports(アメリカ)、Birth and Death Statistics(韓国)
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平成18年推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

○我が国の人口は2004年にピークを迎え、減少局面に入っている。2055年には9000万人
を割り込み、高齢化率は40％を超えると推計されている

人口ピーク(2004年)
12,779万人

我が国の人口の推移

2010 2020 2030 2040 2050

資料：総務省統計局「国勢調査」、総務省統計局「推計人口（年報）」、厚生労働省｢人口動態統計｣、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」
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1990年(実績) 2030年 2055年

75歳～
597( 5%)

65～74歳
892( 7%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

歳歳 歳

○我が国の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を３人で支えている社会構造になっており、
少子高齢化が一層進行する2055年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

2005年(実績)
歳

75歳～
1,164( 9%)

65～74歳
1,412(11%)

総人口
1億2,361万人

団塊世代

人口ピラミッドの変化（1990，2005，2030，2055）- 平成18年中位推計 -

20～64歳
7,590(61%)

～19歳
3,249(26%)

20～64歳
6,305(55%)

20～64歳
4,290(48%)

～19歳

1,550(13%)

～19歳
1,057(12%)

万人 万人

2007年～
生まれ

2007年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
５．１人

今後の出生率の動
向により変化

今後の出生率の動
向により変化

１人
１．７人

１人
１．２人

注：1990年及び2005年は国勢調査結果（年齢不詳按分人口）。

１人
３．０人

20～64歳
7,783(61%)

～19歳
2,418(19%)

万人 万人

（1947～49年
生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）
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1970 1980 1990 2000 2010(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 371.8 336.4 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 105.5(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.2( 50.4%)

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 32.1( 30.4%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 20.2( 19.1%)

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 21.01% 31.36%

社会保障給付費の推移

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成19年度社会保障給付費」2010年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2010年度の国民所得額は平成22年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成22年1月22日閣議決定）

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2007並びに2010年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

（参考）一人当たり社会保障給付費は、2007年度で71.6万円、2010年度（予算ベース）で82.8万円である。 9

○ 我が国の社会保障給付の規模を部門別に比較すると、
・ 年金 ― 米英を上回るが、他の欧州諸国をやや下回る規模
・ 医療 ― 米英とほぼ同規模、他の欧州諸国をやや下回る規模
・ その他の給付 ― 米国を上回るが、欧州諸国をかなり下回る規模 となっている

10.95%
12.02%

18.30%

4 66%25%

30%

35%

40%

45%
福祉その他

医療

年金

《うち介護》

《0.27%》
《0.12%》

《3.42%》
26.2%

28.3%

37.6%
40.6% 41.9%

社会保障給付の部門別の国際的な比較（対国民所得比）

（注）OECD：”Social Expenditure Database”等に基づき、厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室で算出したもの。いずれも2005年。
OECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（公的住宅費用、施設整備費等）も計上されている。
高齢化率は OECD: “OECD in figures 2008” 、国民負担率は財務省調べによる（日本は2009年度見通し。諸外国は2006年実績。）

12.91%
8.37% 8.66%

16.33% 17.82%
14.06%

8.67%

8.85% 8.96%

10.35% 10.79%
9.52%

10.70%4.66%

2.99%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン
《高 齢 化 率（2006年）》《20.8%》 《12.4%》 《16.0%》 《19.7%》 《16.4%》 《17.3%》

《1.63%》

《0.01%》

《0.78%》
20.2%

《国民負担率》 《38.9%》 《34.7%》 《52.0%》 《52.0%》 《62.4%》 《66.2%》
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［国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率］

国民負担率の国際比較
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン

（2010年度） （2007年） （2007年） （2007年） （2007年） （2007年）

（注）１．日本は2010年度（平成22年度）見通し、諸外国は2007年実績。
２．財政収支の対国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、

その他の国は一般政府ベースである。
【出典】財務省ホームページ

財政収支
対国民所得

比

-13.3
（-9.4）

-3.5
（-2.9）

-3.4
（-2.6）

-0.2
（-0.2）

-3.7
（-2.7）

+5.1
（+3.8）

括弧内は
対ＧＤＰ比
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○ 日本は1980年から2005年までの25年間で高齢化率は10％以上上昇しているが、社会支出の
国民所得比の増加は約13％程度であり、その水準もスウェーデン･フランスなどに比べ、低い。

○ イギリスやアメリカ、ドイツなどは、高齢化率はさほど大きく変わらないものの、その社
会支出の国民所得比は5～10％程度上昇している。

高齢化率と社会保障の給付規模の国際比較

改革未実施
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出典：実績はOECD：”Social Expenditure Database 2008”等、見通しは厚生労働省：”社会保障の給付と負担の見通し（平成18年5月）”
に基づき、厚生労働省政策統括官付社会保障担当参事官室で算出したもの。
実績はOECD社会支出基準に基づく社会支出データを用いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費用（公的住宅費用、施設整備費等）
も計上されている。
高齢化率は ・日本：国勢調査（総務省統計局）／諸外国（U.N.WORLD POPULATION PROSPECTS(OECD Health Data)）

（見通し）
（予算ベース）

（見通し）
（見通し）

改革実施
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社会保障給付費 ２００７年度（実績） 91.4兆円 （対国民所得比 24.4%）

年金 48.3兆円（53%）

《対国民所得比 12.9%》

医療 28.9兆円（32%）

《対国民所得比 7.7%》

福祉その他
14.2兆円（16%）

《対国民所得比 3.8%》

うち介護6.4兆円（7%）
《対国民所得比 1.7%》

【給付】

【負担】

社会保障の給付と負担の現状

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成19年度社会保障給付費」
※ 社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある

保険料 56.9兆円（65%） 税 31.0兆円（35%）

うち被保険者拠出
29.7兆円（34%）

うち事業主拠出
27.2兆円（31%）

うち国
22.2兆円（25%）

うち地方
8.8兆円
（10%）

国（一般会計）
社会保障関係費等

※平成21年度予算 社会保障関係費 24.8兆円
（一般歳出の48%を占める）

積
立
金
の
運
用
収
入
等

各制度における
保険料負担

都道府県
市町村

（一般財源）
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歳 出 歳 入

一般会計
歳出総額

社会保障関係費
27兆2,686億円

（29.5%）

国債費
20兆6,491億円

（22.4%）

一般歳出
53兆4,542億円

（57.9%）

一般会計
歳入総額

所得税
12兆6,140億円

（13.7%）

公債金
44兆3,030億円

租税及び印紙収入
37兆3,960億円

（40.5%）

法人税
5兆9,530億円

（6.4%）

消費税

決算調整資金繰戻
7,182億円（0.8%）

国の一般歳出と社会保障関係費（2010年度予算案）

歳出総額
92兆2,992億円

公共事業
5兆7,731億円

（6.3%）

文教及び科学振興
5兆5,860億円（6.1%）

恩給 7,144億円（0.8%）

その他
9兆3,220億円

（10.1%）

地方交付税

交付金等

17兆4,777億
円

（18.9%）

防衛 4兆7,903億円（5.2%）

一般歳出に占める社会保障関係費の割合 51.0%

歳入総額
92兆2,992億円

その他収入
10兆6,002億

円
（11.5%）

（48.0%）

うち財政投融資特別会
計からの受入れ
4兆2,350億円、

外国為替資金特別会
計からの受入れ
２兆8,507億円

費
9兆6380億円

（10.4%）

その他
9兆1910億円

（10.0%）

揮発油税 25,760（2.8%）
酒税 13,830（1.5%）

相続税 12,710（1.4%）

たばこ税 8,270（0.9%）
関税 7,560（0.8%）

石油石炭税 4,800（0.5%）
自動車重量税 4,470（0.5%）

その他税収 4,270（0.5%）
印紙収入 10,240（1.1%）

14
14出典：財務省HPより

一般歳出と社会保障関係費の推移
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（注）当初予算ベース 15出典：財務省HPより

我が国の公債残高の累増

16
（注）公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成22年度末は当初予算に基づく見込み。

出典：わが国税制・財政の現状全般に関する資料(財務省)

145,480

177,613

208,235 208,728
211,409

150,000

200,000

250,000

一般財源等

使用料

国庫支出金

国の社会保障関係費

(億円)

地方の社会保障関係費

国と同様に、社会保障関係の経費が年々増加（H19：22.4兆円の見込み)。
→今後も急速な増加が見込まれ、地方財政をますます圧迫

209,050

183,888

158,289

223,895

138,867

地方における社会保障関係費の推移

218,884

17

82,644

98,308

115,446

0

50,000

100,000

注１ 地方歳出分は、17年度までの各年度は決算ベース。18、19年度は地財計画等を勘案した推計値。
注２ 国歳出分は、18年度までの各年度は補正後予算ベース。19年度は当初予算ベース。
注３ 地方の社会保障関係費は、決算統計の民生費(介護保険事業費含む)・衛生費・労働費から災害救助費・清掃費を除いたもの。
注４ 国の社会保障関係費は、生活保護費・社会福祉費・社会保険費・保健衛生対策費・失業対策費の合計額である。

71,077

114,650

87,344

17出典：総務省地方財政統計
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21.0 21.0 20.0 19.0 19.0 18.0 18.0 18.0 18.0

28.7 28.2
31.1 31.9 32.8 34.1 34.3 34.0 33.7

60%

80%

100%

地方における目的別歳出構成比の推移

その他

教育費

18

14.6 15.3 16.0 16.6 17.7 18.7 20.4 22.0 23.5

13.4 11.3 9.8 9.8 8.6 9.3 8.9 9.6 9.5
22.3 24.2 23.1 22.7 21.9 19.9 18.4

16.4 15.3

0%

20%

40%

2 4 6 8 10 12 14 16 18
（年度）

土木費

総務費

社会保障関係費

（注１）社会保障関係費は、決算統計の民生費・衛生費・労働費から災害救助費・清掃費を除いたもの。
（注２）数値は各年度の地方歳出決算額の構成比。 出典：総務省地方財政統計
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歳 出 歳 入

民生費
17兆8,211億円（19.9%）

歳出総額 歳入総額

衛生費
5兆3,902億円（6.0%）

労働費

その他
9兆3,220億円

（10.1%）

災害復旧費
1,876億円

（0.2%）

教育費
うち個人住民税

12兆4 225億円

公債費
13兆1,592億円

（14.7%）

地方税
39兆5,585億円（42.9%）

国庫支出金
11兆6,153億円

（12.6%）

地方債
9兆9,221億円

（10.8%）

地方の普通会計決算の概要（平成20年度）

歳出総額
89兆6,915億円

歳入総額
92兆2,135億円

労働費
6,630億円（0.7%）16兆1,467億円

（18.0%）

総務費
8兆9,196億円

（9.9%）

農林水産業費
3兆2,867億円

（3.7%）

商工費
5兆3,277億円

（5.9%）

土木費
12兆8,712億円

（１4.4%）

警察費
3兆3,244億円

（3.7%）

消防費
1兆7,996億円

（2.0%）

12兆4,225億円

うち法人関係二税

9兆180億円

うち地方譲与税

6,788億円

（注）民生費には、社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護費、災害救助費が含まれる。
衛生費には、公衆衛生費、結核対策費、保健所費、清掃費が含まれる。

地方交付税
15兆4,061億

（16.7%）

その他
15兆7,115億円（17.0%）

19
出典：総務省地方財政統計

今後の制度改正等の見通し
２
０
１
２
年
度

（
平
成
二
十
四
年
度
）

２
０
１
３
年
度

(

平
成
二
十
五
年
度
）

２
０
１
１
年
度

(

平
成
二
十
三
年
度
）

２
０
１
０
年
度

（
平
成
二
十
二
年
度
）

診療報酬改定

新たな医療計画

周産期医療体制
整備計画の策定

新たな高齢者医
療制度開始医

療
介
護

高齢者医療制度改
革

新たな介護保険事

医療・介護改革

診療報酬・介護
報酬同時改定

新年金制度の設
計

新年金制度の法
案提出・成立

子ども手当支給
（23年度以降）

次世代育成支援
のための包括
的・一元的な制
度開始

求職者支援制度
の創設

雇用保険制度の
機能強化

子
育
て

雇
用
・
年
金 20

新たな医療計画
の策定

新たな介護保険事
業計画の策定

子ども手当支給
（22年度分）

次世代育成支援
のための包括
的・一元的な制
度の改革

出典：厚生労働省
社会保障担当参事官室

２．介護保険関係

21

年 代 高齢化率 主 な 政 策

１９６０年代
高齢者福祉政策の始まり

５．７％
(1960)

1963年 老人福祉法制定
◇特別養護老人ホーム創設
◇老人家庭奉仕員（ホームヘルパー）法制化

１９７０年代
老人医療費の増大

７．１％
(1970)

1973年 老人医療費無料化

1982年 老人保健法の制定
◇老人医療費の 定額負担の導入等

高齢者保健福祉政策の流れ

１９８０年代
社会的入院や寝たきり
老人の社会的問題化

９．１％
(1980)

◇老人医療費の一定額負担の導入等

1989年 ゴールドプラン（高齢者保健福祉推進十か年戦略）の策定
◇施設緊急整備と在宅福祉の推進

１９９０年代
ゴールドプランの推進

１２．０％
(1990)

1994年 新ゴールドプラン（新・高齢者保健福祉推進十か年戦略）策定
◇在宅介護の充実
高齢者介護・自立支援システム研究会報告（厚生省）

介護保険制度の導入準備
１４．５％
(1995)

1996年 連立与党３党政策合意
介護保険制度創設に関する「与党合意事項」

1997年 介護保険法成立

２０００年代
介護保険制度の実施

１７．３％
(2000)

2000年 介護保険施行
2005年 介護保険法の一部改正

22

今後の介護保険を取り巻く状況について
① 75以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

２００８年 ２０１５年 ２０２５年 ２０５５年

75歳以上高齢者の割合 １０．４％ １３．１％ １８．２％ ２６．５％

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が増加して
いく。

③ 世帯主が65歳以上の世帯のうち、単独世帯や夫婦
のみの世帯が増加していく。

（万人）

250万人

（7.6％）

323万人

（9.3％）

378万人

（10.4％）

208万人
150

200

250

300

350

400

1355万

1803万
1901万

1161万
1267万

（66 6％）
1000
1200
1400
1600
1800
2000

（万世帯）

認知症高齢者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）
高齢世帯の推計

（括弧内は高齢世帯のうち単独世帯及び夫婦のみ世帯の割合）

④ 首都圏をはじめとする都市部において、今後急速に高齢化が進む。

埼玉県 千葉県 神奈川県 秋田県 山形県 鹿児島県

2005年時点での高齢者人口 116万人 106万人 149万人 31万人 31万人 44万人

2015年時点での高齢者人口
（括弧内は増加率）

179万人
（+55％）

160万人
（+50％）

218万人
（+47％）

34万人
（+11％）

34万人
（+10％）

48万人
（+10％）

149万人

（6.3％）
79万人

（3.4％）

135万人

（4.1％）

176万人

（5.1％）

（5.7％）

0

50

100

150

2002年 2015年 2025年 2045年

日常生活自立度Ⅱ以上 日常生活自立度Ⅲ以上

851万

（62.8％）

（64.4％）
（66.6％）

0
200
400
600
800

2005年 2015年 2025年

世帯主が65歳以上 単独世帯及び夫婦のみ世帯

23

出典 ①：国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口」、②：高齢者介護研究会報告書
③：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」、④：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口について」
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今後の介護保険を取り巻く課題

•高齢者人口の増加(特に、今後は、第１次ベビーブームが高齢者世代に)

⇒高齢化の進展に伴う医療ニーズの増加

⇒介護サービスだけではなく、要介護(要支援)にならないための施策(予防)の充実

⇒個別ケアの推進

•認知症高齢者の増加

⇒認知症ケア・介護の推進

老夫婦世帯 高齢者単独世帯 増加•老夫婦世帯、高齢者単独世帯の増加

⇒高齢者の住まいの確保

⇒介護サービスについて「独居モデル」の確立

•都市部の超高齢化社会の進展

⇒都市部における高齢者の住まいの確保

⇒高齢化の進展に伴う介護サービスニーズの増加

•介護サービスの担い手である介護従事者の確保

⇒介護サービスの質を高めるための介護従事者の処遇向上

24

10,000

12,000

14,000

20

25

30

人口（万人） （％）

75歳以上高齢者の増大

65～74歳人口

75歳以上人口

75歳以上人口の割合

人口ピーク（2004年）
12,779万人

12,777

1,476

1,270 11,522

1 401

2,266

19.7%
8,993

26.5%

平成18年推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

今後の介護保険を取り巻く課題①

0

2,000

4,000

6,000

8,000

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2007 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055

0

5

10

15

14歳以下人口

15～64歳人口

65～74歳人口の割合

8,302

1,729

11.6%
(2007)

1,401

6,740

1,115

1,260

2,387

4,595

752

14.0%

資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2007年は総務省統計局「推計人口（年報）」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」

9.9%
(2007)

12.2%

25

○○ 総費用総費用

５．７兆円

３．６兆円
４．６兆円

５．２兆円

６．２兆円
６．４兆円 ６．４兆円

６．７兆円
７．２兆円

介護費用・保険料の動向

７．７兆円 ７．９兆円

介護保険の総費用（※）は、年々増加

（注）2000～2007年度は実績、2008年度は補正後予算、2009年度（介護報酬改定＋3.0％）,2010年度は当初予算。

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
(12年度) (13年度)   (14年度)  (15年度)   (16年度)   (17年度)  (18年度)    (19年度) (20年度)  (21年度) (22年度)

第１期（Ｈ12～14年度） 第２期（Ｈ15～17年度） 第３期（Ｈ18～20年度） 第４期（Ｈ21～23年度）

(2000～2002) (2003～2005) (2006～2008) (2009～2011)

２，９１１円
３，２９３円
（＋１３％）

○○ 6565歳以上が支払う保険料歳以上が支払う保険料〔全国平均(月額･加重平均)〕

４，０９０円
（＋２４％）

４，１６０円
（＋１．７％）

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。

26
(厚生労働省老健局介護保険計画課調べ)

現在7.9兆円の費⽤が2025年には約20兆円に

23兆円

将来の費⽤試算

2010年 2025年
（現状維持ケース）

2025年
（在宅充実ケース）

※ 医療の給付は35兆円（2009年）から66～70兆円（2025年）になる。

7.9兆円

23兆円
19兆円

（社会保障国民会議推計など） 27

認知症高齢者の増加

（2002.9末現在）

要介護者

要支援者

認定申請時の所在（再掲）単位：万人

居宅
特別養護老
人ホーム

老人保健

施設

介護療養型
医療施設

その他の

施設

総数 ３１４ ２１０ ３２ ２５ １２ ３４

再
掲

日常生活自立度
Ⅱ以上

１４９ ７３ ２７ ２０ １０ １９

日常生活自立度
Ⅲ以上

７９

（２５）

２８

（１５）

２０

（４）

１３

（４）

８

（１）

１１

（２）

今後の介護保険を取り巻く課題②

※※１１ 下段は、６５歳以上人口比（％）下段は、６５歳以上人口比（％）

※※２２ 要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランク要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランクⅡⅡ以上と判断される高齢者数を推計したものであ以上と判断される高齢者数を推計したものであ
り、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。り、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。

（平成１５年６月（平成１５年６月 高齢者介護研究会報告書より）高齢者介護研究会報告書より）

以上 （２５） （１５） （４） （４） （１） （２）

将来推計 2002 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

日常生活

自立度

Ⅱ以上

１４９ １６９ ２０８ ２５０ ２８９ ３２３ ３５３ ３７６ ３８５ ３７８

６.３ ６.７ ７.２ ７.６ ８.４ ９.３ １０.２ １０.７ １０.６ １０.４

日常生活

自立度

Ⅲ以上

７９ ９０ １１１ １３５ １５７ １７６ １９２ ２０５ ２１２ ２０８

３.４ ３.６ ３.９ ４.１ ４.５ ５.１ ５.５ ５.８ ５.８ ５.７

28

高齢者の世帯形態の将来推計

今後の介護保険を取り巻く課題③

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

一般世帯 4,906 万世帯 5,028 5,060 5,044 4,983

世帯主が65歳以上 1,355 万世帯 1,568 1,803 1,899 1,901

（万世帯）

単独

（比率）

386万世帯

28.5%

466

29.7%

562

31.2%

631

33.2%

673

35.4%

夫婦のみ

（比率）

465万世帯

34.3%

534

34.0%

599

33.2%

614

32.3%

594

31.2%

単身＋夫婦の
み

62.8% 63.7% 64.4% 65.5% 66.6%

（注）比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合

出典：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の世帯数の将来推計－平成20年3月推計－｣

29
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○○ 今後急速に高齢化が進むのは、今後急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする首都圏をはじめとする｢｢都市部都市部｣｣。。
都道府県別の高齢者（都道府県別の高齢者（6565歳以上）人口の推移歳以上）人口の推移

今後急速に高齢化が進む都市部

2005年時点の

高齢者人口（万人）

2015年時点の

高齢者人口（万人）
増加数 増加率 順位

埼玉県 116 179 63 +55% １

千葉県 106 160 53 +50% ２

神奈川県 149 218 70 +47% ３

今後の介護保険を取り巻く課題④

愛知県 125 177 52 +42% ４

大阪府 165 232 68 +41% ５

（東京都） 233 316 83 +36% （７）

岩手県 34 39 5 +15% ４３

島根県 20 22 2 +11% ４４

秋田県 31 34 4 +11% ４５

山形県 31 34 3 +10% ４６

鹿児島県 44 48 4 +10% ４７

全国 2,576 3,378 802 +31%

｢日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）について｣（国立社会保障・人口問題研究所） 30

○今後３カ年で介護基盤の緊急整備。１６万人分の確保を目標。

○あわせてニーズに合った在宅サービスの充実強化も必要。

○特別養護老人ホームの入所申込者４２．２万人。
うち、在宅かつ要介護４・５の方が６．７万人。（平成２１年１２月調査）

特別養護老人ホームの入所申込者の状況と対応策

○市町村では、特養申し込み者にアンケートを実施するなどして、在宅生活を継続すること
が困難な理由を把握して、特別養護老人ホームの整備のみならず、ケア付きの高齢者住宅
や地域密着サービスや在宅サービスの充実と合わせて整備方針を定めているところが多い。

（自治体で積極的に困難事例の支援を実施している場合のケース例）
→・緊急に特養などの施設入所を必要とする方の把握（一人暮らしなど家族の状況、退院の

調整など）→優先順位の把握

・現在の自宅で小規模多機能サービスや２４時間対応のサービスを利用できれば生活
を続けられるかどうか。→公募等による生活圏域でのサービスの誘導

・介護の問題以前に住まいや見守りの問題があるのではないか？→「安心」のための
ネットワークの構築

31

平成12年度

(2000年度)

平成19年度

(2007年度)

平成23年度

(2011年度)

（推計値）

平成37年度

(2025年度)

（推計値）

介護職員 54.9万人 124.2万人 149.7万人 211.7～255.2万人

うち訪問

○ 介護保険制度の施行後、介護職員(訪問介護員)数は増加し、７年で倍以上となっている。また、社会

保障国民会議の推計によると、2025年には、介護職員は更に倍程度必要と推計されている。

○ また、介護保険施設は常勤職員、居宅サービス事業所は非常勤職員の割合が比較的高い。

介護職員の推移と見通し

今後の介護保険を取り巻く課題⑤

うち訪問

介護員等
7.7万人 38.0万人 49.3万人 69.7～84.0万人

【出典】社会保障国民会議「医療・介護費用のシミュレーション」、厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

（注１）2011年度の職員数は、2006年10月時点の職員数（介護サービス施設・事業所調査）をもとに、現在、各自治体において策定を進めている第４期介護保険事業計画に基づく介護給付費の暫
定集計値（2008年10月時点）を用いて、職員数の伸びが給付費の伸びと同率であると仮定して推計したものである。

（注２）2025年度の介護職員については、社会保障国民会議の将来推計をもとに、現在の「訪問介護事業所」勤務職員と「その他の事業所」勤務職員の比率で按分したものである。

介護職員数(平成19年10月１日現在)

介護保険施設 居宅サービス等

合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤

124.2万人 74.1万人 50.1万人 33.0万人 27.7万人 5.3万人 91.2万人 46.3万人 44.8万人

59.7％ 40.3％ 84.0％ 16.0％ 50.8％ 49.2％

【出典】 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 32

○ 一般労働者の勤続年数及び平均賃金（平成20年賃金構造基本統計調査）

○ 有効求人倍率は改善の傾向
： 介護関係職種 １．３４（平成22年２月時点） ← 介護関係職種 ２．４９（平成21年２月時点）

【参考：地域別有効求人倍率（平成21年12月時点）】
＜高い地域上位５位＞ ①東京：2.36 ②奈良：2.34 ③和歌山：1.90 ④岐阜：1.87 ⑤徳島：1.83
＜低い地域上位５位＞ ①鳥取：0.46 ②秋田：0.62 ③沖縄：0.67 ④青森：0.69 ⑤岩手：0.77

男女計 男性 女性

平均
年齢
（歳）

勤続
年数
（年）

所定内
賃金

きまって支
給する現金

給与額

構成
比

（％）

平均
年齢
（歳）

勤続
年数
（年）

所定内
賃金

きまって支
給する現金

給与額

構成比
（％）

平均年
齢（歳）

勤続年
数（年）

所定内
賃金

きまって支給
する現金給

与額

産業計 40.9 11.6 299.1 328.8 67.9 41.7 13.1 333.7 369.3 32.1 39.1 8.6 226.1 243.1

ホームヘルパー 43.9 4.4 194.4 211.7 16.2 36.3 3.4 207.8 242.7 83.8 45.4 4.6 191.8 205.6

福祉施設介護員 35.8 5.2 203.4 215.8 31.4 32.7 5.1 217.2 231.7 68.6 37.2 5.3 197.0 208.6

介護従事者の処遇改善
（厚生労働省職業安定局調べ）

福祉施設介護員
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一般労働者（常勤）

パートタイム労働者（非常勤）

（％）（％）（％）

○ 介護職員の離職率（平成20年介護労働実態調査）
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介護の担い手と介護職員の見通し
○ 200７年から2025年にかけて、生産年齢(15～64歳)人口は約1５％減少し、労働力人口も約５

～1３％程度減少すると見込まれる。一方、必要となる介護職員数は倍増すると推計される。

○ この結果、現行のサービス水準を維持・改善しようとする場合、労働力人口に占める介護職員数の

割合は、200７年から2025年にかけて、倍以上になる必要があると見込まれる。

200７年 2025年

労働力人口に占める介護職員の割合
8,302

400

500

8 000

10,000 

(万人) (万人)

約15％減 約5～13％減

生産年齢人口、労働力人口、必要介護職員数の見通し(試
算)

(資料出所) 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成18(2006)年12月推計)」、

雇用政策研究会「労働力人口の見通し(平成19年12月)」、社会保障国民会議「医療・

介護費用のシミュレーション」、総務省「労働力調査」、「人口推計」、厚生労働省

「介護サービス施設・事業所調査」

注) 2025年の生産年齢人口は出生中位(死亡中位)推計の値。労働力人口は2017年から2030年

の「労働市場への参加が進んだケース」と「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して

試算したもの。2025年の介護職員数は社会保障国民会議のＡシナリオ、B2及びB3シナリオ

の値。

200７年 2025年

介護職員数 117.2万人 212～255万人

労働力人口 6,669万人 5,820～6,320万人

割合 1.８％ 3.4～4.4％

6,669
5,820～

6,320程度

7,096

117
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100
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8,000 

2007  2025  2007 2025  2007  2025

生産年齢人口

(左目盛)

労働力人口

(左目盛)
必要介護職員数

(右目盛)

約80～117％増
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離職率
かっこ内は、平成１８年度雇用動向調査及び平成１８年度介護労働実態調査の離職率

全体 正社員 非正社員

全産業（注１） 15.4％（16.2％） 12.2％（13.1％） 25.9％（26.3％）

介護職員（注２）

21.6％(20.3%)
20.4％(21.7%) 32.7％(27.3%)

訪問介護員（注２） 18.2％(19.6%) 16.6％(14.0%)

離職率の状況

35

（注１）・全産業の出典は、「平成19年度雇用動向調査結果（厚生労働省）」

・全産業の離職率については、以下の算式で算出している。

・全産業については、「全体」は「常用労働者」、「正社員」は「一般労働者」、「非正社員」は「パートタイム労

働者」を指す。

（注２）・介護職員及び訪問介護員の出典は、「平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）」

離職率＝
回答のあった事業所の平成18年9月30日の在籍者数

平成18年10月1日から平成19年9月30日までの離職者数
×100

・介護労働実態調査の離職率については、以下の式で算出している。

離職率＝
平成19年１月１日現在の常用労働者数

平成19年1月から１２月の期間中の離職者数
×100
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○在宅サービスの充実・強化（24時間対応、予防・リハの強化や医療との連携促
進など）

○地域の実情にあった様々な生活支援サービス（見守り､配食、居場所､アクティ
ビティなど）の推進

○高齢者住居と在宅サ ビス拠点の 体的整備促進～国交省住宅政策との連携

地域包括ケア体制の確立に向けた具体的対応

○高齢者住居と在宅サービス拠点の一体的整備促進～国交省住宅政策との連携

○施設の機能の明確化、資源の有効活用、個別ケアの推進、居住環境の改善

○介護保険事業計画に基づく介護基盤（施設系･在宅系）の計画的整備

○良質な介護人材の安定的確保

○安定的な財源の確保
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地域包括ケアシステム
日常生活圏域

（30分でかけつけられる圏域）

【地域包括ケアの５つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するためには、次の５つの視点での取組みが包括的（利用者のニーズに応じた①～⑤の適切な組み合わせによるサービス提
供）、継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス提供）に行われることが必須。

①医療との連携強化
・２４時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーションの充実強化。
②介護サービスの充実強化
・特養などの介護拠点の緊急整備（平成２１年度補正予算：３年間で１６万人分確保）
・２４時間対応の在宅サービスの強化
③予防の推進
・できる限り要介護状態とならないための予防の取組や自立支援型の介護の推進
④見守り、配食、買い物など、多様な生活支援サービスの確保や権利擁護など
・一人暮らし、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様々な生活支援（見守り、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービ
ス）サービスを推進。
⑤高齢期になっても住み続けることのできるバリアフリーの高齢者住まいの整備（国交省）
・高齢者専用賃貸住宅と生活支援拠点の一体的整備、・持ち家のバリアフリー化の推進
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